


OKUTAKE GROUPは、足場の組立・解体、鉄骨建て方

など建築・土工工事を専門とする奥武建設工業株式会社、

クレーン事業を主軸に、資材の配置や鉄骨の組立、

運送・重量物搬入・据付までトータルに手がける

株式会社オクタケ、新築工事やリニューアル工事など、

地域に密着した事業を展開する株式会社高洋建設の

3社からなる建設会社です。

創立50周年を迎えたOKUTAKE GROUPのさまざまな

働き方改革推進への取組事例を紹介していきます。





働き方改革推進に取り組むに至った理由

当社では、就業時間は8時～17時と

定めているが、現場では8時に朝礼を

行うため、朝礼に間に合うように

8時前には現場に入る必要がある。

しかし、現場への移動時間を考慮すると、

会社を出発するのは7時頃となる。



働き方改革推進に取り組むに至った理由

一方、終業時刻については、急なお客様

からのご要望や進捗の遅れ等があると、

遅くまで作業が入ることもある。

そうすると、作業終了後に会社まで戻り、

そこから帰宅するため、18時～19時頃と

遅くなってしまうことがある。



働き方改革推進に取り組むに至った理由

このような件から、従業員の負担を緩和

するために、グループ全体の総労働時間の

削減を進めたいと考えるようになった。

「勤務間インターバル制度 を

導入することを決定





勤務間インターバル制度とは？

1日の勤務終了後、翌日の出社までの間に

一定時間以上の休息時間（インターバル）

を設けることで、働く方の生活時間や

睡眠時間を確保し、健康保持や

過重労働の防止を図る制度



勤務間インターバル制度とは？

参照：東京労働局HPより





インターバル時間の確保に向けた
工夫・サポート

現場作業員の勤務状況等を考え、インターバル

時間は9時間に設定。制度導入にあたり、

建設現場は元請業者・下請業者と複数の業者が

一体となり作業を進めていることから、

社長・各部長などが取引先への説明を行った。





勤務間インターバル制度 導入の効果

従業員それぞれが今まで以上に時間を意識して

勤務するようになり、限られた時間の中で

業務を終わらせるために工夫するようになった。

工程管理、時間管理をそれぞれがしっかり

行うようになったことで、時間外労働が

大幅に減った。



働き方改革に対する当社の見解

建設業はこれまで週6日勤務で土曜日・祝日は

出勤で通年同じように働くのが一般的でしたが、

このような制度の導入などで、より柔軟で働き

やすい環境づくりをすることが大切だと思います。

他にも、当社のさまざまな働き方改革に関する

取り組みを紹介していきます。





建設業へのイメージアップ

→3K(きつい・汚い・危険)の払拭)

・重機車両のラッピング

・働く車シリーズへの参加

・学生のインターンシップ

・新卒社員自衛隊研修

・企業説明会への参加

・各報道関係への出演



自衛隊就職説明会 就活・転職フェア

高校就職説明会

産業会館での就職説明会

ハローワーク合同就職面接会 県外開催の企業説明会









勤怠管理の見える化

・残業時間管理

・有給休暇の積極的取得(年5日)

・年間休日の増加(90日→106日)

※新卒者に限り入社後3年間は

年間休日120日

・毎週水曜日 ノー残業デー



エンゲージメント（相互の信頼関係）向上アプリ

「 TUNAG 」による各社の情報共有・コミュニケーション





ＳＤＧｓの取組

・次世代の育成

・資格取得のバックアップ

・キャリア形成

・社会貢献活動(カーブミラー清掃)

・某県立高校とのタイアップ





さまざまな認定企業登録

・ふくい女性活躍推進企業

・ふくい健康づくり実践事業所

・ふくい結婚応援企業

・ふくいの食育推進企業

・スポジョブふくい etc...





就業環境づくり

・テレワーク勤務規定

・SNSガイドライン

・各社職種別のソフトツール導入

・禁煙外来費用補助

・男性社員育児休業制度

・女性事務社員現場見学



5年前と比べた結果→離職率の改善

グループ全体の社員数の変化は…

2018年→約60名 2023年→90名

さまざまな働き方改革推進に
取り組んだ効果 ①



さまざまな働き方改革推進に
取り組んだ効果 ②

当社の働き方改革の取り組みを見て

関心を持ってくれる人が増え、

毎年順調に採用数を確保することが

できている。



今後の課題・今後の展開について

現在働いている社員・今後入社する社員皆が
キャリア形成ができる風土を作っていきたい

社員構成の平均年齢を改善するために

性別や国籍にとらわれず雇用をしていきたい

若い年齢の方の採用によって、昔からある

建設業のイメージを変えていきたい




